
これまでは「成年後見制度」を使うしかなかった!
結果:柔軟な資産管理や相続対策はできない・・制度の限界

意思判断能力が失われるとどうなる?資産管理
現在の状況 「本人の意思確認ができないと

定期預金の解約はできません」
「成年後見人をつけて下さい」

「本人(の意思)確認が
できないと不動産の
売却はできません」

85年ぶりの大改正で、
★受益者連続型信託、限定責任信託の設定が可能に
★自己信託・目的信託の解禁
★事業信託も実質的に可能となる

➡信託制度自体の大転換となったが、あまり知られていない
➡なぜか?専門家不在、学者の本は難しい、通訳がいない、創造力が乏しい

★信託銀行が行っている「遺言信託」は、信託法上の信託ではない ⇒ ただの商品名

司法書士
不動産業者金融機関

信託法の全面改正（2007年9月施行）

いよいよ「家族信託」が実現!



◆認知症、病気、障がい者の不動産所有者判断能力低下など・・
不動産売却、活用、相続対策ができない。 △成年後見制度

⇒資産を移転せずに、それらを可能にする「家族信託」

◆委任契約・成年後見制度・遺言の３つは手続きが煩雑
⇒すべての機能を生前（元気→認知）から相続発生後の財産

管理を一貫して１つの信託契約で実現する事が可能に!
◆２次相続以降の財産の承継先を指定することは民法では無理

⇒民法では不可能だった次々以降の財産特定承継を可能に!

㋐ 委任契約 ㋑ 成年後見制度 ㋒ 遺言執行 ㋓ 数次相続

認知症発症 相続開始 2次相続 3次相続現在

生前の財産管理

今まで

今 後

一般的な資産承継の対策
相続後の資産承継・財産管理

家 族 信 託



特に“高齢者や障がい者のための財産管理”や“柔軟な資産承継対策” として注目されているのが≪家族信託≫です。
法律用語としての定義はありませんが、「家族による家族のための信託」というイメージです。

信託銀行等のプロに資産を預けるのではなく、信頼できる家族・親族に財産を託し、費用を抑えた形で
柔軟な財産管理と資産承継を目指すことができます。

信託銀行の
遺言信託や
投資商品の
投資信託とは
まったく違う

家族信託とは?
家族信託の仕組み

例）監督は司法書士など専門家
または家族でも可能

例）父 例）息子 例）父

例）自宅や所有不動産

遺言・信託契約 監視・監督権

受益権

管理・処分

受託者委託者 受益者

信託財産

移転
◆委託者

財産の所有者、財産を託す人
◆受託者

財産を託され、管理・運用・処分する人
◆受益者

財産の運用・処分で利益を得る権利
（受益権）を有する人



信託不動産の登記簿記載例

⇒贈与税や取得税はなし

財産の管理処分権限を持つものとして
形式的に所有者欄に記載されます

⇒託した人（委託者）

⇒託された人（受託者）

⇒収益を得る人（受益者）

委託者 受益者＝

何のための信託か（目的）

受託者の権限の範囲

死亡後の資産の承継先を指定できる

⇒遺言機能

家族信託の仕組み



◆問題の顕在化と対策のタイミング

元気 体調や意識の変化
健康状態

問題を感じない

何もできない

問題の顕在化問題を感じない

人は対策が出来る時には何もせず、問題を感じた時は何もできない

対策・課題
何もしない

問題を感じ始める

最終導入のタイミング

相続対策・家族信託のタイミングはいつか?

相続

相続発生

家 族 信 託

分からない

効果

スタート

唯一のタイミング

理想の導入のタイミング 導入できない

認知症

問題を感じ始める



⇒ 家族に託す「家族信託」は 選択肢の一つ

■「家族信託」は、資産家や事業経営者に限らず、
誰でも気軽に利用できる仕組み

■家庭裁判所や信託銀行を介在させることなく、家族間の
契約等で作れる自由な制度

■生前の財産管理手段として、成年後見制度に代わる選択肢
■残したい、引継ぎたい資産の道筋を作ることができる仕組み
■家族信託を使ったからと言って相続税が安くなるわけでも、

揉め事が解決できるわけではない

家族信託 まとめ

家族信託は、決して万能対策ではない
話ができて、信頼しあえる

家族だから使える


